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格がより現実的な水準になった。 夏季における日中の 1 時間の取引に関して、 PPS の参入が
全くないベース・ケースでも、西部市場で 10.08 円/kWh、東部市場で 11.26 円/kWh の価格
であった。送電混雑は、東西間を結ぶ連系線にのみ生じ、西から東に向かって送電容量一
杯に電力が流れる。次に、西部市場で 500MW、東部市場で 1,100MW が PPS により供給さ
れると想定した場合には、西部市場で 9.99 円/kWh、東部市場で 10.51 円/kWh の価格がつく
結果となる。ベース・ケースと比較すると、西部市場で 9 銭、東部市場で 75 銭の価格低下
となる。 さらに PPS の新規大型電源の運転開始により、 PPS の供給量が西部市場で 550MW、
東部市場で 800MW 増加するケースを考えると、西部市場で 9.89 円/kWh、東部市場で 9.99
円/kWh の価格がつく結果となる。ベース・ケースと比較すると、西部市場で 19 銭、東部市
場で 1 円 27 銭銭の価格低下となる。 
                                                  
*  本稿の内容は筆者個人の見解を示すものであり、筆者が所属する機関の公式見解を示すものではない。   2
 
1.  序 
 





野では、 ほとんど新規参入が起きていないのが現状である。 特定規模需要全体に占める PPS









を燃料としており、川崎天然ガス発電は 2008 年度中に発電容量約 800MW、扇島パワーは
2010 年度中に発電容量約 800MW の運転が開始予定である。また、西部市場においては、
ガス会社の出資による泉北天然ガス発電の計画が進行中である。泉北天然ガス発電も、液





et al. (1997)、Borenstein and Bushnell (1999)、Smeers and Jing-Yuan (1997)、Hobbs (2001)をはじ
めとして既に多数の先行研究がある。日本の電力市場の分析については、欧米の研究事例
と比べて、先行研究がまだ少ない。細江・秋山 (2007、第 2 章)  は、寡占的な市場ではなく
完全競争市場を想定して、日本の全国市場を分析している。クールノー競争を想定したモ






                                                  
1  日本の電気事業制度改革の経緯については、戒能 (2007)等が参考になる。   3
を想定して、PPS の供給力の増大が市場に与える影響についても分析している。 








2.  シミュレーション・モデルの構造 
 

















地域間の連系線を 1～7 と呼ぶこととする。A～H は、各地域に立地する一般電気事業者の
呼び名も兼ねる。また、連系線 6 を挟み、西側の A～F を西部市場、東側の G・H を東部市
場と呼ぶことにする。表 1に、各地域における実際の供給力と需要状況を示してある。こ




                                                  
2  沖縄県と北海道を分析対象としないのは、他地域との連結がない（沖縄県）あるいは、連系線容量がきわめて小さい
（北海道）からである。北海道と本州を結ぶ連系線の容量は、600MW に過ぎない。 
3  共同火力発電は、その他の事業者の供給力に含めている。水力発電と原子力発電は、それぞれ発電容量の 40％、80％
を供給力として計上している。   4
気事業分科会（2002 年 4 月）の別添資料等に基づく筆者推計値である。 
 
（この辺に挿入）図 1   地域と連系線 
 
（この辺に挿入）表 1   最大電力と供給力（2001 年度） 
 
（この辺に挿入）表 2   連系線の送電容量（熱容量） 
 
 
2.2  記号 
本稿で用いる記号を以下に整理しておく。 
 
n ,  m ,  i   地域のインデックス。 N i m n , , 1 , , K =  
l   連系線のインデックス。 L l , , 1K =  
utility n q
,   地域n に立地する一般電気事業者の供給量計。 
utility n qmax
,   地域n に立地する一般電気事業者の供給量の上限（発電容量の上限）。 
utility n q
,   地域n に立地する一般電気事業者の供給量計のうち、長期契約等により
事前に決まった供給分。 
pps n q
,   地域n に立地する特定規模電気事業者 (PPS)  の供給量計。 
other n q
,   地域n に立地するその他の事業者の供給量計。電源開発株式会社や公営
事業者等の供給分を指す。 
s n q
,   地域n における供給量計。
other n pps n utility n s n q q q q
, , , , + + =  
d n q
,   地域n における需要量計。 
) (
,utility n n q C   地域n に立地する一般電気事業者の発電費用。 
) , , (
, , , , other n pps n utility n all n q q q C   地域n に立地する供給事業者全ての発電費用。 
) (
,d n n q B   地域n における需要者の（グロスの）便益。 
) (




n P   一般電気事業者の
utility n q
, の取引に適用される価格。 





,   潮流分流係数（PTDF）。直流法の潮流計算において、他の地域のネット
の発電量を 0 としたまま地域n  から基準地域に向け 1単位の電力を送電
した時に連系線l  に分流する電力の値を表す。   5
l k   連系線l の送電容量（熱容量）。 
 
2.3  電力の供給 
すでに述べたように、 一般電気事業者はクールノー競争を行うと仮定し、 PPS とその他の
事業者については、供給量を外生的に与える。一般電気事業者に関するクールノー競争の








n W を定義することができる。この定義のもとでは、仮に地域n から地域m に
電力を託送する場合、








m n n m W W P P + − = − 、あるいは
m m n n W P W P − = − が成り立つ。これは、地域間
における裁定取引の機会が存在しないことを意味する。 
上記で、 地域n の電力価格は、 ) ( ) (
















s i q q
, , に等しいからである。ただし、
other i pps i utility i s i q q q q
, , , , + + = である。 
電力価格や送電料金に関する以上の設定に基づき、電力市場における一般電気事業者の
利潤最大化問題を定式化する。既存の一般電気事業者は、地域ごとに 1 社ずつ立地してお








utility n utility n q q
, , − に関しては、上述の電力価格 ) (






s i n q q P により取引が
行われる。発電容量の上限制約も考慮した上で、一般電気事業者n の利潤最大化問題は、次
                                                  
4  地域n から地域m に向けて連系線を使って託送を行う場合に、 地域ごとに設定される送電料金 （ネットワークからの
引き出し料金）が課される。到着地域の地域m において、連系線ネットワークから電力を引き出す際には、引き出し料
金 m W が課される。一方、出発地域の地域n において、連系線ネットワークに電力を注入する際には、マイナスの引き
出し料金 n W − が課される。すなわち、ネットワークに電力を注入する際には、 n W を受け取る。結局、地域n から地
域m に託送を行う際には、託送料金 m n W W + − が課されることになる。   6
のように表される。 
 
( ) ) ( ) ( max
, , , , , ,
,






q C q P q q q q P
s n − + − −∑ ∑
≠
 (  1 ) 









s i n ≠ ∀ − − = − − ∑ ∑ ∑ ∑
≠ ≠
, ) ( ) (
, , , ,   ( 2 ) 
 
utility n utility n qmax q
, , ≤  (  3 ) 
 
utility n q
, 0 ≤   ( 4 ) 
where 
other i pps i utility i s i q q q q
, , , , + + =  
 












は、 ( ) ∑ −
n
d n s n n l q q h





d n s n n l k q q h ≤ − ∑
, , , と表すことができる。左辺を絶対値で表すのは、電力潮流が流れ
の向きに応じて正・負のいずれかの符号をとるからである。さらに、市場全体で電力の需
給を考えると、需給バランス制約は、 ( ) 0
, , = − ∑
n
d n s n q q と表すことができる。ただし上記
で、
other n pps n utility n s n q q q q




{ } ∑ −
n
other n pps n utility n all n d n n q q q C q B
d ) , , ( ) ( max
, , , , ,
q
 (  5 ) 
s.t.  ( ) 0
, , = − ∑
n
d n s n q q   ( 6 ) 
                                                  
5  垂直統合型の一般電気事業者が管理する地域内部の送電容量については考察の対象としていない。 
6  日本を例にとれば、2005 年に運営を開始した電力系統利用協議会 (ESCJ) と日本卸電力取引所 (JEPX) の機能を併
せもつような機関が、広域的なシステム・オペレータであると考えられる。 
7  直流法による潮流計算の詳細については、新田目  (1980)  等を参照されたい。   7
  ( ) l k q q h
l
n
d n s n n l ∀ ≤ − ∑ ,
, , ,   ( 7 ) 
  ( ) l k q q h
l
n
d n s n n l ∀ ≤ − −∑ ,
, , ,   ( 8 ) 
 
d q 0 ≤   ( 9 ) 
where 
other n pps n utility n s n q q q q












d n n q B ) (
, を最大化する問題に実質的には等しい。 
ラグランジュの未定乗数を、需給バランス制約  ( 6 ) についてはλ 、連系線の容量制約 
( 7 )、( 8 )  についてはそれぞれ 0 , ≥
− + l l η η とおく。式 (  5  ) から  ( 9 )  で表される問題のカ





  ( ) ∑
+ − − + =
l
l l n l d n n h q P η η λ
, , ) (   ( 10 ) 
 
標準的なノーダル料金制の考え方では、地域ごとに設定される送電料金（ネットワークか
らの引き出し料金）は、 ( ) ∑
+ − − = − ≡
l
l l n l d n n n h q P W η η λ
, , ) ( と定義することができる。
n W は、ネットワークの送電混雑の度合に依存した値をとり、各連系線のシャドウ・プライ
ス
− + l l η η , に基づいて計算される。 
 
2.5  均衡解の導出 
式 ( 1 ) から ( 4 ) で表される一般電気事業者の問題と式 ( 5 ) から ( 9 ) で表されるシ
ステム・オペレーションの問題に関して KKT 条件を求めると、これらの条件は混合相補性
問題 (MCP: Mixed Complementarity Problem) を形成する。混合相補性問題は、 0 x ≥ 、
0 x f ≥ ) ( 、 0 ) ( = x x f





GAMS を用い、ソルバーとして PATH (Dirkse and Ferris, 1995)  を利用する。 
                                                  
8  相補性問題の解説としては、例えば Cottle et al. (1992)  や福島 (2001) 等が参考になる。   8
 
3.  シミュレーション 
 




ス事業部編）や『電気事業便覧』 （電気事業連合会統計委員会編）等の主に 2001 年度の値
を用いる。 
各地域の需要関数については、 線形の関数を想定し、 カリブレーションにより推定する。
金本他 （2006、 第 5 章）   と同様に、 需要の価格弾力性を 0.1、 指標価格を 10 円/kWh として、
2001 年 7 月の最大電力の実績をもとに需要関数のパラメータを推定する
9。一般電気事業者
の費用に関しては、 『電力需給の概要』で公表されている発電ユニットごとの 2001 年度の
燃料消費量、燃料価格、発電量等のデータをもとに限界的な燃料費を推定し、操業可変費
も加えた上で、限界費用関数を線形近似する。操業可変費には、総合資源エネルギー調査













other n utility n q q
, , + を、全需要の約 94％となるよう外生的に設定する
12。この契
約済以外の需要に関して、一般電気事業者と PPS が供給を行うものとする。 
 
3.2  ベース・ケース：PPS の参入がないケース 
まずベース・ケースとして、 PPS の参入が全くない状況を考える。 これは、 全需要の約 6％
にあたる契約済以外の需要に関して、各地域の一般電気事業者 8 社がクールノー競争を行
                                                  
9  大河原 (1995) は、発電平均費用の推定値が 10～11 円/kWh であると論じている。2001 年時点で、自由化対象の需
要は全需要の約 25％にすぎず、 新規事業者の参入もまだほとんどない状況であった。 そこで、 2001 年の需要データは、
実質的に総括原価に基づく規制下の実績とみなし、 発電平均費用 10円/kWhを用いて需要関数のパラメータを推定する。  
10  操業可変費は、水力発電を 1.0 円/kWh、LNG 火力を 1.1 円/kWh、石炭・石油火力を 1.5 円/kWh、原子力を 1.9 円
/kWh としている。原子力の操業可変費は、核燃料費、廃棄物処理費等を含むと想定している。 
11  各地域とも、需要曲線と限界費用曲線の y 軸切片は、それぞれ 110、1.0 である。 







大都市圏の G の需要に対して、西部の事業者ならびに H から大幅な売電が行われる結果と
なる。 
 
（この辺に挿入）図 2   ベース・ケースの取引状況 
 
契約済の分も含め需給全体を考慮して電力潮流を計算すると、西部市場と東部市場を結
ぶ連系線 6 のみがバインディングとなる。連系線 6 には、西から東に向かって送電容量一
杯に電力が流れ、送電混雑が生じる。それ以外の連系線では、電力潮流は送電容量の範囲
内に収まる。結果として、東西で価格差が生じ、西部市場では 10.08 円/kWh、東部市場では
11.26 円/kWh の価格がつく。 





全需要の約 65％の市場を対象としている。対象とする市場規模がより大きい Tanaka では、
市場支配力の効果がより大きく出るため、東西ともに価格が高くなる。特に、東部市場に
おける巨大企業 G の供給量抑制効果が大きいため、Tanaka では東部市場の価格がよりつり
あがり、東西の価格差も大きくなっている。 
 
3.3  ケース 1：PPS の参入があるケース 
次に、 PPS の参入が生じているケースを考える。 電気事業分科会制度改革評価小委員会の
報告書参考資料（2006 年）には、特定規模需要に関する PPS の地域別販売電力量シェアが
示されている。また、 『電力調査統計月報』 （日本電気協会）では、特定規模需要の電力量
のデータが公表されている。これらを参考にして、ケース 1 では、PPS の地域別の供給量
pps n q
, を表 4に示すとおりに設定する。西部市場で 500MW、東部市場で 1,100MW、東西合
計で 1,600MW 分が、PPS により供給されると想定している。 
 
（この辺に挿入）表 4     PPS の地域別の供給量 
   10
図 3は、上記の設定のもとでの取引状況を示している。特に、大都市圏 G において PPS
の供給量が多いため、G の輸入量が大幅に減少する。ベース・ケースと比べ、G の輸入量は
約 29％減少する。一方、地域 H における一般電気事業者の供給量、ひいては H から G への
輸出量が大幅に減少する。ベース・ケースと比べ、H の輸出量は約 35％減少する。 
 
（この辺に挿入）図 3   ケース 1 の取引状況 
 
図 4には、各地域の契約済以外の需要量に対する供給内訳を示してある。さらに、図 5
には、 （輸出入を考慮した後の）一般電気事業者と PPS の供給量のシェアを示してある。特
に、地域 G では PPS のシェアが約 31％を占める。このようにケース 1 は、大規模なオフィ
スビルや商業施設等が集中する地域GにおいてPPSの参入が進んでいる状況を示している。  
 
（この辺に挿入）図 4   ケース 1 の供給量内訳 
 





市場とも価格が低下し、西部市場では 9.99 円/kWh、東部市場では 10.51 円/kWh となる。ベ
ース・ケースと比較すると、西部市場では 9 銭、東部市場では 75 銭の価格低下となる。 
 




天然ガス発電は 2008 年度中に発電容量約 800MW、扇島パワーは 2010 年度中に発電容量約
800MW の運転が開始予定である。そこで、ここではケース 2 として、両者の合計発電容量
約1,600MWのうち、 半分の800MW分がPPSとしての供給契約を獲得するケースを考える。
PPS の 800MW 分は、地域 G において供給されるものとする。 
図 6の取引状況が示すように、地域 G における PPS の供給量が増加するため、G の輸入
量はさらに減少する。ベース・ケースと比べると、G の輸入量は約 51％の減少となる。一
方、地域 H における一般電気事業者の供給量、ひいては H から G への輸出量もさらに減少
する。ベース・ケースと比べ、H の輸出量は約 62％減少する。 
 
（この辺に挿入）図 6   ケース 2 の取引状況   11
 
地域 G における PPS の供給量は、800MW 分が追加されることで計 1,900MW になる。図 
7、図 8が示すように、地域 G の契約済以外の需要に関して、PPS の供給量のシェアは約
51％にまで達する。 
 
（この辺に挿入）図 7   ケース 2 の供給量内訳 
 
（この辺に挿入）図 8   ケース 2 の供給量シェア 
 
電力潮流に関しては、地域 G における PPS の供給量の増大に伴い、連系線 6 の東向きの
潮流が大幅に緩和される。結果として、ケース 2 では、連系線 6 も含め全ての連系線にお
いて、電力潮流が送電容量の範囲内に収まる。それにより、東西の価格差が解消し、両市
場とも 9.99 円/kWh の価格がつく。ベース・ケースと比較すると、西部市場では 9 銭、東部
市場では 1 円 27 銭の価格低下となる。 
 
3.5  ケース 3：東西両市場において PPS が増産するケース 




発電容量約 1,100MW のうち、 半分の 550MW 分が PPS としての契約を獲得し地域 D で供給
するケースを考える。東部市場に関しては、ケース 2 と同じ状況を想定する。 
図 9の取引状況が示すように、地域 D における PPS の供給量が増加するため、D の輸入
量は減少する。 ベース・ケースと比べると、 D の輸入量は約 41％の減少となる。 その分、 B、
E、F がそれぞれ少しずつ輸出量を減らすことになる。 
 
（この辺に挿入）図 9   ケース 3 の取引状況 
 
地域DにおけるPPSの供給量は、 550MW分が追加されることで計800MWになる。 図 10、
図 11 が示すように、 地域 D の契約済以外の需要に関して、 PPS の供給量のシェアは約 42％
に達する。 
 
（この辺に挿入）図 10  ケース 3 の供給量内訳 
 
（この辺に挿入）図 11  ケース 3 の供給量シェア 
   12
電力潮流に関しては、連系線 6 に西から東に向けて送電混雑が生じるが、程度は大きく
ない。価格は、西部市場では 9.89 円/kWh、東部市場では 9.99 円/kWh となる。ベース・ケ
ースと比較すると、西部市場では 19 銭、東部市場では 1 円 27 銭銭の価格低下となる。最
後に、表 5にベース・ケースおよびケース 1～3 における価格を整理しておく。 
 
（この辺に挿入）表 5   PPS の参入による価格変化 
 




転を想定して、 PPS の供給力の増大が市場に与える影響についても分析した。 シミュレーシ
ョン分析により得られた主要な結果は以下のとおりである。夏季における日中の 1 時間の
取引に関して、PPS の参入が全くないベース・ケースでは、西部市場で 10.08 円/kWh、東部
市場で 11.26 円/kWh の価格がつく。東西間を結ぶ連系線にのみ送電混雑が生じ、西から東
に向かって送電容量一杯に電力が流れる。次に PPS が参入している現状を踏まえ、西部市
場で 500MW、東部市場で 1,100MW が PPS により供給されると想定した場合、西部市場で
9.99 円/kWh、東部市場で 10.51 円/kWh の価格がつく結果となる。ベース・ケースと比較す
ると、西部市場で 9 銭、東部市場で 75 銭の価格低下となる。さらに PPS の新規大型電源の
運転開始により、PPS の供給量が西部市場で 550MW、東部市場で 800MW 増加するケース
を考えると、西部市場で 9.89 円/kWh、東部市場で 9.99 円/kWh の価格がつく結果となる。
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表 1   最大電力と供給力（2001 年度） 
単位： MW
ABCDEFGH計
最大電力 15,971 5,449 10,840 30,901 5,021 26,246 61,431 13,480 169,339
一般電気事業者とその
他の事業者の供給力 19,442 6,605 12,184 30,225 6,077 28,652 56,744 16,024 175,953
一般電気事業者の供給




   15
表 2   連系線の送電容量（熱容量） 
単位： MW
1234567
連系線の送電容量 5,570 2,400 16,660 5,570 5,570 1,200 6,000
出典：第7回電気事業分科会の別添資料等に基づく筆者推計値。  
 
   16
表 3   需給に関するパラメータ 
ABCDEFGH
需要曲線の傾き -0.006261 -0.018352 -0.009225 -0.003236 -0.019916 -0.003810 -0.001628 -0.007418
限界費用曲線の傾き 0.0006885 0.0015652 0.0009844 0.0003399 0.0016765 0.0003025 0.0001678 0.0006641  
   17
表 4   PPS の地域別の供給量 
単位： MW
A B C D E F G H 西部市場 東部市場 合計
PPSの供給量 50 0 50 250 0 150 1,100 0 500 1,100 1,600 
   18
表 5   PPS の参入による価格変化 
単位： 円/kWh 
ABCDEFGH
ベース・ケース 10.08 10.08 10.08 10.08 10.08 10.08 11.26 11.26
ケース1 9.99 9.99 9.99 9.99 9.99 9.99 10.51 10.51
ケース2 9.99 9.99 9.99 9.99 9.99 9.99 9.99 9.99















図 1   地域と連系線 
 
 



























図 2   ベース・ケースの取引状況 
 



















図 3  ケ ー ス 1 の取引状況 
 
 














図 4  ケ ー ス 1 の供給量内訳 










































図 5  ケ ー ス 1 の供給量シェア 
 


















図 6  ケ ー ス 2 の取引状況 
 














図 7  ケ ー ス 2 の供給量内訳 
 










































図 8  ケ ー ス 2 の供給量シェア 



















図 9  ケ ー ス 3 の取引状況 
 














図 10 ケ ー ス 3 の供給量内訳 










































図 11 ケ ー ス 3 の供給量シェア 
 
 